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 筆者は、ほぼ 30 年間にわたって中南米諸国の開発問題をテーマにフィールド調査を行って













めてきた。キューバ経済の主柱であったソ連の崩壊後も、GDP が 3 割以上も落ち込む「非常
時」（1990-1993 年）を通じて実質平均賃金を 5 分の 1 まで削減し、過酷な調整コストを国民
一般に担わせることで危機をいったんは乗り越え、共産党の一党支配体制と集権的計画経済を
死守してきた。だが、2008 年以降、財政収支と経済収支が急速に悪化し、キューバ経済は事実




とは、四半世紀前の 1986 年、ベトナム共産党第 6 回大会が打ち出したドイモイ＝刷新を容易
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 ベトナムとキューバの経済社会の基礎条件に関して、表 1 が示すように、両国ともに総人口





く、労働集約型産業は比較優位をもたない。ベトナムでは、工業部門が GDP の 35％を占め、
政府もハイテク工業部門の成長推進策をうちだしている。一人当たり国民所得（GNI）では、
世銀のデータによれば、ベトナムが 1980 ドル、キューバが 5880 ドルだが、キューバの統計デー
タは二重通貨制度やデフレーター操作のために信頼度が非常に低いうえ、無償の社会サービス












 y＝θ x ＋ (1－θ)(fe－px)＋(φ＋1)(px－pm)／ ξ 
px は輸出額の増加率（自国通貨建て）、fe は純国際資本流入額の変化率（外貨）、pm は輸入額
の増加率（外貨建て）、φは輸入需要の価格弾力性、θは輸入払いのために必要な受け取り合計
に占める輸出シェア、(1－θ) は資本流入のシェア、ξは輸入需要の所得弾力性。 
 この式は、実質 GNP 成長率が輸出成長率 (x)、国際資本の純流入 (fe−px)、ならびに交易条
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件 (px−pm) によって決定されると同時に、成長率が輸入需要の所得弾力性 ξ によって決定さ
れることを示す。キューバの 2000 年以降のマクロ経済データの動向分析をこのモデルを用い
て行った結果、経済成長には主として以下の３要因が影響を及ぼしていると考えられる。 
①  国際経済（輸出先市場）の成長による外生変化の効果（輸出需要の所得弾力性）  








面積 10 万 9880 平方キロ 33 万 0972 平方キロ 
総人口 1124 万人 9170 万人 
人口増加率 0.09% 1.10% 
平均寿命 78.5 歳 75.6 歳 
平均年齢 39.7 歳 28 歳 
中位年齢 40.8 歳 n.a 
乳幼児死亡率（/00） 5.5 人 13.8 人 
中等教育就学率 99％ n.a 
一人当たり国民所得（GNI、世銀） 5880 ドル 1980 ドル 
出所：キューバの数値は ONE, Panorama Económico y Social, Cuba 2015、ベトナムの数値
は World Bank, World Development Indicators より作成。 
 















































紛争解決など 10 の指標を統合したものであり、ダナン市は透明性と人材育成で 1 位、都市イ
ンフラで 2 位を占めている。また、オンラインでの経営登録や電子税関手続きなど e ガバナン
ス分野でも際立っている。キューバでは許認可手続きや情報アクセスなどの取引コストが極め
て高い。PCI の最新版の評価によれば、ベトナムの自治体全般で参入コスト、透明性、取引コ
                                                          
2 ダナン市投資促進センター作成のプレゼン資料『ダナン市 成功のための投資先』 
3 VCCI and USAID, Vietnam Provincial Competitiveness Index 2015. 























 表 2 は JETRO の調査にもとづく、ダナン、ホーチミンとハバナの投資コストの比較である
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表２ 投資コストの比較：ベトナムとキューバ 
      ダナン（ベトナム） ホーチミン（ベトナム） ハバナ（キューバ） 































む） 926   































む） 598   
















む） 834   
  
法定最低賃金 











  社会保険負担率 事業主負担率:22%     事業主負担率（除く労災保険）：14% 
      従業員（本人）負担率: 10.5%     従業員（本人）負担率：0% 
  税制 
法人所得税（表








  恩恵適用 
(3)マリエル開発特区の 
  恩恵適用 
出所：JETRO ホームページ資料より作成 
  















積しており、ベトナムの PCI の諸指標が改善の手順設定と査定に有益であろう。 
 
表３ 認可された民間企業 
  概要 活動例 
グループ 1 飲食生産・販売 50 席までのレストラン、カフェ、宅配 




グループ 4 部屋レンタル Ｂ＆Ｂ 
グループ 5 建設・リフォーム レンガ、カーペット、電気工事、配管 









                                                          
4 出所 Richard E. Feinberg and T. Picona eds., Cuba’s Economic Change in Comparative Perspective, 
Brookings, 2014. 
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表４ 雇用構造の推移 
  2005 2010 2011 2012 2013 2014 
国有部門 80.2 83.8 77.3 75.4 73.7 72.3 
非国有部門 19.8 16.2 22.7 24.6 26.3 27.7 
 協同組合 5.7 4.4 4.2 4.1 4.6 4.7 
 自営業 4.5 3.5 10.1 10.9 11.7 13.5 
 その他民間 10.5 8.9 10.7 12.3 13.0 13.4 






















                                                          
5 Pew Research Center, “Unlike other Latinos, about half of Cuban voters in Florida backed Trump,” 
Nov. 15, 2016. 
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表５ キューバ改革のシナリオ 
  惰性 衰退・腐敗 成功 
経済改革 遅滞 不均等 包括的 
制度強化 惰性 衰退 体系的 
GDP 成長率 2% 1% 5% 
一人当たり GDP 9,865 米ドル 8,426 15,686 
自営業人数 75 万人 百万人 200 万人 
年間 FDI 10 億ドル 5 億ドル 50 億ドル 
社会情勢 幻滅 不安・不安定 楽観的・安定 
犯罪 現状 急速悪化 やや悪化 
出所：Richard E. Feinberg and T. Picona eds., Cuba’s Economic Change in Comparative 
Perspective, Brookings, 2014 より作成。 
